
































































































































粗鋼生産量（万t）＝A 4,725 4,922 4,825 4,531 4,567 23,570
エネルギー消費量（PJ）＝B 1,094 1,115 1,100 1,049 1,045 5,403
エネルギー消費原単位（GJ/ts）＝B/A 23.3 22.7 22.8 23.1 22.9 22.96
CO2排出量（百万t）＝C 94.1 97 95.9 90.7 90.6 468.3




粗鋼生産量（万t）＝A 2,797 2,867 2,844 2,763 2,813 14,084
エネルギー消費量（PJ）＝B 646 654 645 626 633 3,204
エネルギー消費原単位（GJ/ts）＝B/A 23.1 22.8 22.7 22.9 22.5 22.8
CO2排出量（百万t）＝C 56 57.5 56.7 55 55.2 280.4



























































































粗鋼生産量（万t）＝A 4,725 4,922 4,825 4,531 4,567 23,570
地球温暖化防止対策投資額（億円）＝B 92 9 45 97 20 263
粗鋼生産トンあたりの地球温暖化対策投資
額（円）＝B/A
195 18 93 214 44 112
環境保全投資総額（億円）＝C 249 120 173 189 225 956
地球温暖化防止対策投資額対環境保全投資
総額比率（％）＝B/C




粗鋼生産量（万t）＝A 2,797 2,867 2,844 2,763 2,813 14,084
地球温暖化防止対策投資額（億円）＝B 76 84 93 134 88 475
粗鋼生産トンあたりの地球温暖化対策投資
額（円）＝B/A
272 293 327 485 313 337
環境保全投資総額（億円）＝C 216 280 203 351 444 1,494
地球温暖化防止対策投資額対環境保全投資
総額比率（％）＝B/C



























粗鋼生産量（万t）＝A 4,725 4,922 4,825 4,531 4,567 23,570
地球温暖化防止対策費用額（億円）＝B 37 25 33 32 32 159
粗鋼生産トンあたりの地球温暖化対策費用
額（円）＝B/A
78 51 68 71 70 67
環境保全費用総額（億円）＝C 916 905 899 877 845 4,442
地球温暖化防止対策費用額対環境保全費用
総額比率（％）＝B/C




粗鋼生産量（万t）＝A 2,797 2,867 2,844 2,763 2,813 14,084
地球温暖化防止対策費用額（億円）＝B 375 392 379 341 295 1,782
粗鋼生産トンあたりの地球温暖化対策費用
額（円）＝B/A
1,341 1,367 1,333 1,234 1,049 1,265
環境保全費用総額（億円）＝C 1,183 1,238 1,266 1,232 1,164 6,083
地球温暖化防止対策費用額対環境保全費用
総額比率（％）＝B/C
31.70％ 31.66％ 29.94％ 27.68％ 25.34％ 29.29％
出所：新日鉄住金・JFE『環境・社会報告書』『CSR報告書』『アニュアルレポート』2012～2017年版より作成
2013年度1,367円，2014年度に1,333円，2015年度に1,234円，2016年度に1,049円となってい
る。
該当期間における「JFE」の環境保全費用総額が6,083億円に達し，地球温暖化防止対策対環
境保全費用総額比率が平均29.29％であった。年度別にみてみると，2012年度に31.70％，2013
年度31.66％，2014年度に29.94％，2015年度に27.68％，2016年度に25.34％となっている。
粗鋼生産トンあたりの地球温暖化対策費用額に焦点を絞ってみてみると，「JFE」の5年間平
均額1,265円が，「新日鉄住金」の平均額67円と比較すると，約18.8倍の支出差があることが驚
くべき結果であった。
4．おわりに（考察と今後の課題）
1990年代から，地球温暖化防止が国際的共通課題として注目され，特に2016年「パリ協定」
が発効後，エネルギー多消費・CO2多排出の鉄鋼業では，「地球温暖化対策」が企業経営の根幹
をなす重要課題と位置づけられている。
本研究は，「新日鉄住金」と「JFE」の高炉大手2社を対象に，鉄鋼製造工程における地球温
暖化対策の成果とそれにかかわるコスト支出の特徴と課題を明らかにした。
第一に，2012～2016年度における高炉2社の地球温暖化対策の特徴について，製造工程の省
エネルギーとエネルギー多様化を通じてCO2削減を実現する，いわゆる「フロントオブパイプ」
型の取り組みが中心となっていることがわかった。その結果，研究対象2社に共通して，エネル
ギー消費原単位の改善率がCO2排出原単位のそれより大きいことが確認でき，「新日鉄住金」に
おいてその差が特に顕著であったことが明らかになった。
第二に，同期間における高炉2社の粗鋼生産トンあたり地球温暖化対策投資額の特徴について，
「JFE」の5年間平均額337円が，「新日鉄住金」の平均額112円と比較すると，約3倍の支出差
があることが明らかになった。
第三に，同期間における高炉2社の粗鋼生産トンあたり地球温暖化対策費用額の特徴について，
「JFE」の5年間平均額1,265円が，「新日鉄住金」の平均額67円と比較すると，約18.8倍の支
出差があることが明らかになった。
高炉大手2社において，エネルギー効率化偏重の地球温暖化対策が，エネルギー原単位とCO2
排出原単位の改善格差をもたらしていることが言えよう。今後，環境調和型革新的製鉄プロセス
技術開発（COURSE50）など開発実験段階のCO2分離・回収技術の実用化を通じて，より効果
的な「エンドオブパイプ」型のCO2排出削減対策が求められる。
同時に，日本の鉄鋼業を支える高炉2社の間に，粗鋼生産トンあたり地球温暖化対策コストが
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大きな格差が存在することから，地球温暖化対策の「コスト対効果」がより一層重要視され，取
り組まなければならない課題であることがわかった。
鉄鋼業は，製造工程でエネルギー大量消費し，CO2を大量排出する生産特性をもち，エネルギー
効率化・CO2排出削減による地球温暖化防止への対応について，責任を持って対処しなければな
らない時代に入っている。
この探索的事例研究が，持続可能な社会の実現に向けて，日本のみならず中国鉄鋼業のエネル
ギー効率向上とCO2削減の問題解決の一助となれば幸いである。
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